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英文要旨 
 
Recently, introduction of optical transmission technology into cable television 
systems is progressing, and various services including video-on-demand (VOD) are 
provided by cable operators. Cable operators will be required to provide much 
larger-volume video contents, such as 4k/8k ultra-high-definition television 
(UHDTV) in the near future. The research work is motivated by the hope of 
improving the transmission efficiency and transmission quality of high-capacity 
cable television systems.  
First, bit-error-rate of QAM digital signal is investigated for a hybrid analog 
(VSB-AM) /digital (QAM) sub carrier multiplexed (SCM) optical cable TV system, 
in which clipping-induced distortion degrades the performance. It is revealed that 
more accurately the frequencies of the analog subcarriers are set, longer the 
clipping induced distortions continue. Furthermore, a method is proposed which 
reduces amplitude peaks of the SCM signal by controlling the phases of analog 
subcarriers to prevent the clipping.  
Secondly, A blind demodulator for 1024-QAM is described. It employs a method 
that combines carrier recovery without decision-directed operation and decision 
feedback equalization with a modified constant modulus algorithm (MCMA) for 
improving equalization performance. Furthermore, a modified symbol-decision 
region set is developed to reduce the effects of phase noise due to set-top-box 
tuners.  
Thirdly, an in-house coaxial cable transmission system is proposed that enables 
baseband transmission of digital broadcast contents from fiber-to-the-home 
(FTTH) system, while coexisting with the UHF terrestrial digital broadcasting TV 
signals. In order to improve spectrum efficiency, Filter-Bank based Multi-Carrier 
(FBMC) modulation technique is appled and its performance is compared with that 
of OFDM (Orthogonal Frequency Division Multiplexing) scheme. Simple DC offset 
removal method for direct conversion receivers in set-top boxes is also presented.  
In the last part, a novel time-division multiplexing method of MPEG-2 TSs for 
cable television systems is proposed. To flexibly handle multiple TSs, a frame 
structure is introduced, and the control data are encoded into the frame header, 
whhich format is similar to a TS packet. 
As a whole, research results in this thesis are useful for enhancing conventional 





































をも考慮して，ケーブルテレビで使われている 6MHz 間隔のチャンネル構成とせずに， 
FTTH（Fiber To The Home）システムからのデジタル信号（例として 1Gbps）をできる
だけ簡易な変復調器で同軸ケーブル伝送する手法について検討した．その結果，周波数利
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て光ファイバによる FTTH（Fiber To The Home）接続サービスの普及が急速にすすみ，
高速インターネットの双方向伝送技術を活用した放送・通信融合サービスの高度化や，多
チャンネル放送サービスの充実が図られてきている．図 1-1 に示すように，伸び率は鈍化




ムを含む）であり，幹線の光化率も図 1-2 に示すように 6 割を超えている．また，分配系
まで光化した FTTH システムでサービスを行う事業者は 2013 年 9 月時点で 4 割を超えて
いる[1]．ケーブルテレビを除いた FTTH によるインターネット接続サービスの世帯普及
率も 2013 年 9 月時点で 44%となっている[2]．FTTH での双方向通信では，E-PON
（Ethernet Passive-Optical-Network）[3]の次の技術として 10GE-PON（10 Gbit/s 
Ethernet Passive Optical Network）[4]が既に規格化されており，最大のサービスレート
も 10Gbps になると思われる．同軸ケーブルの双方向伝送技術である DOCSIS（Data Over 
 
図 1-1 ケーブルテレビの世帯普及率と加入世帯数の推移（文献[1]） 
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Cable Service Interface Specifications）[5]をベースとして FTTH 化を行う事業者にとっ
ては，その後の大容量化に向けてスムーズに移行する技術が必要になると思われる．また，
映像伝送については，HDTV（High Definition TV）の次の技術として HDTV の 4 倍，あ

























































ムは映像，音声，データを MPEG-2 TS[10]（以下，TS（Transport Stream）と記述）の
形式に多重して伝送するシステムとなっており，地上波，衛星など伝送路の特性に応じて












































ムで採用される残留側波帯振幅変調（VSB-AM：Vestigial SideBand Amplitude 


























展性をも考慮して，ケーブルテレビで使われている 6MHz 間隔のチャンネル構成とせずに， 
FTTH（Fiber To The Home）システムからのデジタル信号（例として 1Gbps）をできる
だけ簡易な変復調器で同軸ケーブル伝送する手法について検討する．その結果，周波数利
用効率の良い Filter-Bank based Multi-Carrier（FBMC）変調を用いた方式を提案し，宅
内での反射妨害に対する耐性や伝送容量などの要求条件を満たすシステムを設計できるこ






























ァイバで分配系が同軸ケーブルの HFC（Hybrid Fiber Coaxial）システム，加入者宅まで





と，保安器から受信者端子までの C/N とを併せて規定することもできる[11]．FTTH シス
テムでは壁面端子での電気信号の他に，V-ONU（Video-Optical Network Unit）の入力光
信号の品質を性能規定として使用できるようになっている[11]． 



































E-PON（Ethernet Passive Optical Network）[3]を用いることが多く[13]，E-PON と同
じネットワーク構成を採るためである．FTTH システムにおける放送サービスと通信サー
ビスの多重には，別々の光ファイバを用いる空間多重と，同じ光ファイバを用いて波長で
分離する波長分割多重（WDM：Wavelength Division Multiplexing）があり，WDM で使
われる波長は[14]で規定されている． 
 次に，国内でのケーブルテレビの使用周波数帯域を図 2-3 に示す．比較のため電波で放
送用に使用される周波数帯域も同図に示す．FTTH システムでは，この他に BS-IF 帯，
CS-IF 帯の信号を BS 放送，CS 放送の再送信として利用するものもある[15]．90～770 
MHz で伝送される信号は，いずれも 6 MHz の帯域幅を持つ，アナログ信号
（NTCS-VSB-AM 信号：National Television System Committee Vestigial SideBand 
 
(a) HFC システム 
 
 
(b) FTTH システム 
 


















Amplitude Modulation）[16]，ケーブル向けデジタル信号（QAM 信号：Quadrature 
Amplitude Modulation）[17]，インターネット用デジタル信号（QAM 信号）[5]，地上デ
ジタル放送 ISDB-T[18]と同じ形式のデジタル信号（OFDM 信号：Orthogonal Frequency 
Division Multiplexing）である．映像配信に用いられる信号の品質に関する主な技術的な






    
(b) 電波による放送の使用周波数帯域 
 
図 2-3 ケーブルテレビと放送の使用周波数帯域 























64 QAM 256 QAM OFDM
所要C/N 38 dB以上* 26 dB以上 34 dB以上 24 dB以上
搬送波周波数の
許容偏差 ±20 kHz以内 ±20 kHz以内 ±20 kHz以内 ±20 kHz以内










































式[22]と共通化されたシングルキャリヤの 64 QAM がまず規格化され，普及が進んだ．そ
 
(a) アナログ信号と QAM 信号の隣接伝送の条件 
 
(b) アナログ信号と OFDM 信号の隣接伝送の条件 
 
(c) QAM 信号と OFDM 信号の隣接伝送の条件 
 
図 2-4 ケーブルテレビにおける各種信号の隣接伝送の条件 
NTSC-VSB-AM
64 QAM 64 QAM 256 QAM 256 QAM
NTSC-VSB-AM
－24～－10 dB －22～－8 dB －18～－10 dB －16～－8 dB
NTSC-VSB-AM
OFDM OFDM
－24～－6 dB －21～－15 dB
OFDM OFDM OFDM OFDM64 QAM 256 QAM





表 2-2 に示す．送信側での処理を順に説明すると，まず TS パケット 8 個ごとに先頭パケ
ットの同期バイトをビット反転し，この 8 パケットを単位として同期バイト以外をエネル
ギー拡散する．次に TS パケットごとに誤り訂正符号化を行い，バイト単位で深さ 12 の畳
み込みインターリーブを行う．この際同期バイトは遅延のないパスに割り当てられる．次
にバイト・シンボル変換し，上位 2 ビットは差動符号化する．差動符号化後のシンボルを






ISDB-T 信号と同じ形式の OFDM 信号である．上記 OFDM 信号は市販のデジタルテレビ
で受信可能なため，地上デジタル放送の再送信や，コミュニティチャンネルなどの自主放
送に用いられている．また，[22]の後継規格として，DVB-C2[23]が規格化されている．
DVB-C2 は MPEG-2 TS 以外のストリームを伝送するために GSE（Generic Stream 
Encapsulation）という仕組みを導入し IP 伝送などに対応したほか，マルチキャリヤ伝送
の導入，変調方式の多値化，新しい誤り訂正方式（LDPC：Low Density Parity Check code）
の導入によって帯域利用効率の向上を図ったものであり，[22]との後方互換性は考慮され
ていない．誤り訂正など要素技術のいくつかは次世代の DOCSIS の物理層[24]に適用され
ている．これらを，現在主に使用されているシングルキャリヤの 64 QAM と比較した表を，
表 2-3 に示す． 
表 2-2 伝送路符号化変調方式の諸元 
 













伝送レート 31.644 Mbps 42.192 Mbps













PES（Packetized Elementary Stream）と呼ぶ．TS では，PES あるいは制御情報などの
時刻情報が不要な情報（セクションと呼ぶ）をパケット長 188 バイトの TS パケットによ
り扱う．概念図を図 2-5 に示す．番組を構成するビデオ，オーディオの符号化ストリーム
と TS パケット PID（Packet ID）の対応表など，各種番組制御情報は PSI/SI（Program 
Specific Information/Service Information）としてセクションの形式で伝送される．TS で
は複数の番組を同一ストリームで扱うことが可能で，番組ごとに再生時刻の記述となるク
ロックを定義できる．上記のクロックを 27 MHz の STC（System Time Clock）によって
管理する．送信側では，STC を参照し，読み取ったカウンタを PCR（Program Clock 
Reference）として，当該時刻に対応する TS パケットのアダプテーションフィールドに重
畳する．受信側では，TS パケットの受信時刻と PCR のカウンタ値を対応付けることによ
って STC を再生する．これにより，送信側と受信側でシステムが基準とするクロックを
表 2-3 伝送路符号化変調方式の諸元 
 
64 QAM ISDB-T DVB-C2
入力
単一TS* 単一TS
複数TS & GSE 
(Generic Stream 
Encapsulation)
モード 一定速度 符号化 & 
変調



























共通化でき，システム同期が確立される．PCR の送出間隔は[10]で規定されており 100 ms
に 1 回以上の頻度で送出する．また PCR を運ぶ TS パケットの許容ジッタも規定されてい




うにしながら TS を送り出す必要がある．TS のレートを一定に保つため，有意のデータを
運ばないヌルパケットが規定されている．  
 現行のデジタル放送では，基本的に放送局ごとに TS を作成しており，ケーブルテレビ
などでの再放送（再送信）では，TS の独立性を保ったまま効率よく伝送することが必要




















































 本章では，まず 3.2 節でクリッピング歪の発生をモデル化し，それに基づいてクリッピ
ング歪の持続時間特性を計算機シミュレーションにより求める．3.3 節では，実験により
クリッピング歪の持続時間を測定し，計算機シミュレーションの結果と比較する．3.4 節
では，VSB－AM/QAM ハイブリッド SCM 光伝送において，クリッピング歪の持続時間











 SCM 光伝送では，図 3-1 に示すように，周波数多重（FDM）された信号で LD を直接
強度変調するのが一般的である．この場合，FDM された信号の合成振幅が大きくなり LD
の閾値を割り込むと光出力信号がクリップされ歪が発生する．図 2-4 に示したように VSB- 
AM 信号のレベルが高いため，多波の VSB-AM 信号により発生した歪が QAM 信号に影響
を及ぼす可能性がある．光ケーブルテレビの場合を考えると，6 MHz 間隔で FDM された
VSB-AM 信号の映像搬送波（以下，アナログ映像搬送波と呼ぶ）の合成振幅の包絡線波形
は図 3-2（a）のようになっており周期 166.6 ns（＝1/6 MHz）で変化する．そのとき合成



































(a) FDM された信号の包絡線モデル 
 
(b) FDM された信号の包絡線を 1/6 MHz 周期で折り返して表示 
 











このとき，アナログ映像搬送波 25 波の合成振幅は 
 
  =  cos2 +  ⋅ Δ +  +   (3-1) 
 
 
(a) 周波数偏差の標準偏差 5 kHz（総サンプル 57） 
 
(b) 周波数偏差の標準偏差 10 kHz（総サンプル 252） 
 
(c) 周波数偏差の標準偏差 20 kHz（総サンプル 951） 
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と表せる．ここでΔ ＝ 6 MHz， ＝25 である． ＝ 283.25 MHz とし，δは標準偏
差σ のガウス分布に，は 0～2piの一様分布に従うものとする．はアナログ映像搬送波
一波あたりの光変調度である． ＝1 が LD の閾値に相当する．をサンプルレート
3 GHz で 500 点（166.6 ns）計算し，閾値である 1 を越える状態の有無を判定する．これ
を繰り返して，「閾値越えあり」の状態が何周期分続いたかを測定し，（続いた周期数）×
（166.6 ns）をクリッピング歪の持続時間とする．観測時間は 5 ms とした．光変調度を
9.42 %/ch（ ＝ 0.0942）に閾値を設定した場合のクリッピング歪の持続時間!の度数










ュレーション値はσ  ＝2 kHz，10 kHz を除いて光変調度が高くなるほど平均持続時間は
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（case 1，3，4 では C44 チャンネル，case 2 では U44 チャンネル）に発生する成分を取
り出し，その歪を C44 チャンネルの時は 405.25  MHz の，U44 チャンネルの時は 713.25 
MHz のローカル信号で 57 MHz 帯の IF 信号に周波数変換した．この IF 信号を直交検波
してデジタル信号のベースバンドに重畳する歪成分を取り出す．これをストレージオシロ
スコープに取り込んだ．ストレージオシロスコープの分解能を 10 ビット，サンプリング










図 3-8 周波数偏差の違いによるクリッピング歪の時間波形の違い 














の標準偏差σ  とクリッピング歪の平均持続時間（対数換算値の平均値）(の関係を図 3-11
に示す．持続時間の分布はシミュレーションの場合と異なり若干ガウス分布からのかい離
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3.4. クリッピング歪のバースト性が QAM 信号の誤り率特性に与える影響 
 
VSB-AM/QAM ハイブリッド SCM 光伝送では，クリッピング歪が発生した期間におい
ては，バースト状の符号誤りが生じ易くなっていると考えられる．そこで，クリッピング
歪の持続時間特性が 64QAM 信号の誤り訂正に及ぼす影響について基礎的な検討を行った． 
 







































3-12 に示す．ここでは図 3-7 の case 4 の多波信号源を用い，空きチャンネルである C44
チャンネルに 64QAM 信号を多重して LD を変調し，伝送特性を測定した．光減衰器（光
ATT）を調整し，受光電力は 2 dBm とした．光伝送系で発生する妨害の他に 64QAM 復
調器への入力信号に白色ガウス雑音を加えることで C/N を変化させた．64QAM 信号の平
均電力はアナログ映像搬送波１波の電力に対して－11.5 dB とした． 
アナログ映像搬送波から生じるクリッピング歪のスペクトルは相互変調歪のように特定
の周波数に集中しているため，クリッピング歪電力を含まない白色ガウス雑音電力を測定









図 3-12 クリッピング歪に対する 64QAM 伝送特性の測定系統 
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クリッピング歪が主な誤りの原因の場合，case 4 では，図 3-11 の結果からクリッピング
歪の平均持続時間を真値になおすと 25 µs となる．QAM 号のシンボルレートは 5.274 
Mbaud であるから，歪の持続時間が 25 µs の場合，誤りが生じやすい期間が 130 シンボ
ル（約 98 バイト相当）以上続くことになる．一方インターリーブの深さは 12 なので，こ
のときにはデインターリーブ処理後においてクリッピング歪の影響を受けたバイトが 8 バ
イト以上になるブロック（204 バイト）が存在することになる．（204，188）リードソロ






図 3-13 クリッピング歪による C/N 対 BER 特性の劣化 





を変えて実験を行った．まず case 4 の多波信号源を用いてインターリーブの深さ I を 12，




うにできることがわかる．これは図 3-7 case 4 では I＝204 を越える持続時間の歪は観測
されていないことと対応している． 
 
(a) 光変調度 5.8 %/ch の場合 
 
(b) 光変調度 6.6 %/ch の場合 
図 3-14 クリッピング歪による誤りに対するインターリーブの効果 
（FDM 信号源：case 4） 
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次に周波数のばらつきを変えた実験の結果として，I＝204 とし，多波信号源を case 1，
case 4 とした場合の誤り率特性を図 3-15 に示す．光変調度が 5.8 %，6.6 %ともに，case 1












よい．I ＝ 204 の時,-＝ 413.6 µs，I ＝ 51 の時,- ＝ 103.1 µs であり，case４では T ＝ 
25 µs である．図 3-14 では I ＝ 204 のとき誤り訂正が有効に機能し，I ＝ 51 では不充





 前節までは多波のアナログ信号の合計が LD の閾値特性でクリッピングされることによ
 















 ./ − . − . −  = 2 − 1 (3-2) 
 
 上記の関係を，等チャンネル間隔のアナログ信号を含むケーブルテレビ伝送で実現するた
め，図 3-16 に示す構成の VSB-AM 変調器を用いて式(3-2)の関係を満たすように制御を行
う．各変調器は図 3-16(a)に示す構成をしており，各変調器からは無変調 IF と局部発振器
(LO）のビートを制御の参照信号として出カする．変調器 0 および変調器 1 の LO の VCXO
は共通の水晶で PLL 制御する．図 3-16(b)に示すように，変調器 2 以降については， + 2
番目の変調器の LO の VCXO は + 1および番目の変調器をもとに制御していく．具
体的には，変調器 + 2の参照信号出力と変調器 + 1の参照信号出力の差周波数信号，
および変調器 + 1の参照信号出カと変調器の参照信号出カの差周波数信号を取り出
し，この差周波数信号同士の位相比較を行って位相差./ − . − . − に比例
した出カを取り出す．これが一定値になるように変調器 + 2の LO にフィードバックす
る． 
 







に 6 MHz 間隔で配列した 5 波の無変調 VSB-A M 映像搬送波（音声搬送波なし）について
合成振幅の累積度数分布を測定し，位相制御のある場合とない場合（個別制御）について












 次に，映像搬送波を VSB-AM 変調し，音声搬送波を追加（V/A = 14 dB）した時に，位
相制御法の効果があるかを検証した．映像変調信号にはカラーバー信号を用いた．結果を








(b) 映像搬送波カラーバー変調，音声搬送波あり（－14 dB） 
 



































概観して，デジタルケーブルテレビ伝送方式の国際標準である ITU-T Rec. J.83[20]の日本
向け規格である Annex C の 64，256QAM 方式を 1024QAM に拡張した伝送方式に着目
した理由を述べる． 





























方式は，トレーニング系列を用いない単一搬送波の 64, 256QAM 変調方式であり，6 MHz
の伝送帯域でそれぞれ約 30 Mbps，約 40 Mbps の伝送容量を有している．また，平成 23
年総務省令第 95 号 [11]の技術基準に基づいてアナログ放送（VSB-AM（Vestigial 
Side-Band Amplitude Modulation）信号）とデジタル放送（64, 256QAM 信号および
OFDM 信号）を周波数多重で伝送するための技術的条件が規定されている[12,41,42]．ア
ナログ放送をケーブルテレビで伝送する際の加入者宅での C/N（Carrier to Noise ratio）
の目標性能値は 43 dB である[19]．このアナログ放送をすべてデジタル放送に置き換えた
場合には，置き換えたデジタル信号について同程度の C/N が期待できる． 
ケーブルテレビの大容量伝送方式として，例えば，DVB（Digital Video Broadcasting 
Project）がデジタルケーブルテレビの伝送容量を拡大するために開発した DVB-C2 方式
[23]や ITU-T が宅内ネットワーク用に開発した G.9960[43]の変調方式などを利用するこ
とも考えられるが，現在規格化されている 64, 256QAM 信号も受信可能な後方互換性のあ
る受信機を実現するために復調回路で共用できる部分の多い方式とすることが，メリット
があると考えられる．そこで，64, 256QAM 方式を拡張して 1024QAM まで多値化する手
法の検討を行う．64, 256QAM 方式では誤り訂正符号として短縮化リードソロモン符号 RS
（204, 188）を用いており，訂正前の BER（Bit Error Ratio：ビット誤り率）が 10－4 以
下の場合に訂正後の BER を擬似エラーフリーとなる 10－12 以下にすることができ，十分
に満足できる伝送品質が得られる．1024QAM では理論的には C/N 37 dB 弱で訂正後の
BERを 10－12以下にすることができ，伝送容量としては，ロールオフ率 13 %で約 48 Mbps，
4 %では約 53 Mbps を得ることができる．伝送容量約 53 Mbps を得ることができれば BS
デジタル放送の 1 中継器分の情報（52.17 Mbps）を 6 MHz で伝送できる可能性がある．  
 以下では，次に説明する送信信号を用いるものとする．1024QAM のシンボル01 
(=0-1 + j031，n は自然数で，時系列で何番目のシンボルかを表す)は正方形のコンスタ
レーションで，0-1および031は±1/31， ±3/31，±5/31， ... ±31/31 の 32 通りの値を
取る．トレーニング系列を用いない変調方式では，受信機で再生される搬送波の位相に
90°の不確定性（4 通り）があるので，シンボルマッピングは回転対称の配置とした．具
体的には，文献[20] Annex C と同様に，I-Q 平面の 4 つの象限のシンボルマッピング（10
ビットシンボルの下位 8 ビットと信号点との対応関係）はそれぞれ回転対称の関係にある
配置とし，10 ビットシンボルの上位 2 ビットは差動符号化したうえで 4 つの象限のいずれ
かに対応するようにマッピングする．これにより 4 通りのいずれの位相になっても正しく
ビットが復元できる．エネルギー拡散，誤り訂正，インターリーブについても文献[20] 
Annex C と同様に行う．また，ロールオフ率 13 %でシンボルレート 5.274 Mbaud，ある
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ンピーダンス不整合で生じる．図 4-1 に SCTE（The Society of Cable Telecommunications 





 ,45 = 245 + 65 × 5 (4-1) 
 
と表せる[44]．文献[45]のデータから,45の小さくなるパラメータを選んで，45	: 12 dB，65 : 13.4 dB/km とし，伝播遅延時間を 3.83 µs/km とすると，反射波の遅延時間とレベル
の関係は図 4- 1（破線）となる．一方，BER=10－4で等価 C/N 劣化が 0.5 dB となる反射
波の D/U（Desired to Undesired signal ratio）を計算機シミュレーションにより求める
と，1024QAM では 45 dB となる．D/U < 45 dB の反射波を等化するには遅延時間が 6 µs
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以下の反射波に対応する必要がある．QAM のシンボルレートを日本の 64QAM 方式と同








QAM 復調では，AGC（Auto Gain Control），タイミング再生回路，搬送波再生回路，
等化器をブラインドで収束させる必要がある．以下では，このうち搬送波再生回路，等化
器について 1024QAM への適用可能性について検討する．従来の 64，256QAM 用復調 LSI
の搬送波再生回路および判定帰還等化器（DFE: Decision Feed-back Equalizer）の一般的
なブロック構成を図 4-2 に示す．搬送波再生回路は，位相回転器，位相検出器，ループフ
ィルタ，デジタル VCO（Voltage Controlled Oscillator），から構成される．DFE は，
Feed-Forward FIR Filter（FFF），Feed-Back FIR Filter（FBF），判定器から構成されて
いる．タイミング再生回路での最適位相からのずれを吸収するため，FFF は，タップ間隔
がシンボル周期の 1/2 の FSE（Fractionally Spaced Equalizer）としている．搬送波再生
回路に判定値を利用するため，搬送波再生回路を等化器の FFF の後に置く構成となってい
る．搬送波再生回路，DFE は下記に示す 3 つのステップで収束させる[47,48]． 
第 1 ステップでは，FFF のタップ係数を，受信信号の位相が不確定な状態で動作可能な
































 <1 = ?:1|?:1|/ − 4 
 ?:1 = =:A19:1 







であり，?:1は等化器出力，定数 R は 1024QAM では 955 である．また，E(*)は，*の期




判定値との誤差を利用して LMS（Least Mean Suare）アルゴリズムで DFE の係数更新
を行う． 
この時，FBF に入力される判定値の大半が正しければ，DFE は収束する．DFE の収束
には，第 2 ステップ後に搬送波再生回路 の後ろで SER（Symbol Error Rate）を 10－1～
10－2程度，すなわち 1024QAM では BER を 10－2 以下にする必要がある[51]．そこで，上
述のアルゴリズムの 1024QAM への適応可能性を検証するため，第 1 ステップでの FFF
出力での残留 ISI，および第 2 ステップでの搬送波再生回路出力での BER を，複数の反射
モデル（2 波モデルで反射波の遅延時間と D/U を変えたもの）についてシミュレーション
により求めた．シミュレーションは倍精度浮動小数点演算により行った．図 4-3 は，FFF
の収束特性を表す図である．横軸を係数更新回数，縦軸を平均 2 乗誤差（MSE: Mean 
Square Error）とし，タイミング再生，搬送波再生は理想的とした．MSE はE|01|/で
規格化している．また，表 4-1 に第 2 ステップでの BER を示す．図 4-3 および表 4-1 よ
り，反射波の遅延時間が FFF のタップ長で決まる許容範囲を越える場合（例えば図 4-3(a)
での’C’の状態）や，遅延時間が許容範囲内でもレベルの高い反射波がある場合（例えば図
4-3(a)での’B’の状態）には，第 1 ステップ後の MSE が大きく，第 2 ステップ後の BER も
10-2 より大きくなることがわかる．その結果，最終ステップで DFE を収束させることが
できなくなり，上述の反射モデルでは，従来のアルゴリズムは 1024QAM に適用できない
ことがわかる． 




表 4-1 収束プロセス第 2 ステップにおける BER 











(a) 7-tap FFF 
 
(b) 15-tap FFF 
 
A: Delay = 1 symbol, D/U = 20 dB 
B: Delay = 1 symbol, D/U = 10 dB 
C: Delay = 2 symbol, D/U = 20 dB 
D: Delay = 2 symbol, D/U = 10 dB 
E: Delay = 4 symbol, D/U = 20 dB 
F: Delay = 4 symbol, D/U = 10 dB 
 














































上記の問題を考慮し，図 4-4 に示す構成の，搬送波再生，および DFE を開発した．搬
送波再生については，判定値を用いないアルゴリズムを用い，DFE のタップ係数更新に
MCMA（Modified CMA）アルゴリズム[52]を用いる．搬送波再生，および判定帰還等化
器の収束は，以下の 3 つのステップで行われる． 






ゲインを切り替えても良い．位相検出器の出力は，搬送波再生部の出力をE1 = E-1 +jE31として，E-1E31E-/1 − E3/1である． 
第 2 ステップでは，DFE のタップ係数を MCMA アルゴリズムにより収束させる．DFE
のタップ係数ベクトル91の更新式は，以下のように表せる． 
 91 + 1 = 91 − ;<1=∗1, (4-6) 
   
 <1 = ?-1?-/1 −F- + j?31*?3/1 − F3+, (4-7) 
   
 ?1 = ?-1 + j?31 = 	=A191, (4-8) 
 
 

























ここで，91 = [G, G/⋯ ,GJ.K]A, タップ入力ベクトル =1 = [L,⋯ , LJ, M,⋯ , MK]Aとし 
ステップサイズ µ 等化器出力 y(n)とする．MCMA では，収束の初期段階では， 
 




 FN = |0ON1|/, (4-10) 
 
とする．ここで，0ON1は?N1（P = Q	or R）に最も近いシンボルを表す．1024QAM では
(4-9)式のFNは 613 である．初期状態では，FFF の中央タップ係数のみ 1 とし，他のタッ
プ係数は 0 とする．MCMA は，収束が進んだ状態で(4-10)式に切り替えることで多値 QAM
信号においても残留 ISI を低減することができる[52]． 
第 3 ステップでは，搬送波再生部および DFE を判定指向で動作させる．すなわち等化
器出力とそのシンボル判定値との誤差を利用して搬送波再生部およびDFEを動作させる． 
上記の復調アルゴリズムをシミュレーションにより評価する．C/N を 40 dB とし，希望
波 1 波，反射波 1 波の 2 波モデルで，反射波の遅延時間を変えて，アルゴリズムが収束可
能な所要 D/U を計算機シミュレーションにより求めた．FFF のタップ数を 7，FBF のタ
ップ数を 32 とし，搬送波の周波数オフセット∆f/ Fs（Fs:シンボルレート）は 0，または 10－3の 2
通りについて評価した．周波数オフセットに対するキャプチャレンジを広げるため，搬送波再生回
路のループゲインは，α = 2－38，β= 2－30で動作開始し，段階的に切り替えて第2ステップではα = 
 
図 4-5 提案した復調回路での収束特性の評価（シミュレーション） 





















f=      ×Fs
∆f /Fs = 0
∆f /Fs = 10－3






4.3.4. 試作した 1024QAM 復調器の特性 
 
上記のアルゴリズムを採用した復調器を試作し，評価実験を行った．試作したハードウ
ェアの構成を図 4-6 に示す．シンボルレート周波数を Fs として，中心周波数 2Fs の IF 信




法を用い，リサンプラは 15 タップの all pass filter で，タップ係数を位相量に応じて 4096
通りから選択する方式とした．搬送波再生部の位相分解能は 12 ビット，DFE のタップ数
は，FFF を 7，FBF を 32 とした．ハードウェアで用いられる乗算器のビット幅は 18 ビ
ットである． 
このハードウェアについて，C/N を 40 dB とし，希望波 1 波，反射波 1 波の 2 波モデル
で，反射波の遅延時間と，アルゴリズムが収束可能な所要 D/U の関係を実験により求めた．
実験系統図を図 4-7 に示す．QAM 信号を 623 MHz に周波数変換し，2 系統の光伝送系で
2 波モデルの遅延時間，およびレベルを調整し，ガウス雑音を加えてから受信する．周波


























QDC: Quadrature Down Converter
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次に，遅延時間 0.2 µs，D/U: 10 dB の反射がある状態で，周波数オフセットを変化させ


























∆f = 0 kHz
∆f = 10 kHz
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(b) 等化後の 1024QAM のコンスタレーション 






 S = SO ∙ <U*VWX.
 
ここで，SO	= S-1 + jS3
色ガウス雑音，Y 2⁄ は IF
差検出回路の出力Zは 
 








































































きる．以上の仮定をおくと，ある観測されたシンボル0 = 0- + j03に注目したとき，その誤
差信号は２つのガウス過程の和であり，(4-16)式の第 1 項はベクトル*0-, 03+に直交した向
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 L, j = /klm3m <Un*opoq+
r
rsmr .*tptq+rrumr v,  (はghまたはih) (4-17) 
 
ここで，u-v 座標系は，図 4-13 に示すように，シンボルghとシンボルihを結ぶ線分の中点
を原点とする座標系で，u 軸はこの原点と I-Q 平面の原点を結ぶ直線で，向きを I-Q 平面
の原点が負の向きになるように設定する．v 軸は u 軸に垂直な直線で，I-Q 平面の原点から
反時計回りの向きを正とする．L, jはシンボルの座標であり，はghまたはihである．RJ/は u-v 座標系における v 軸方向の位相雑音と熱雑音の合計の分散を表す．また，wJ/は u
軸方向の熱雑音の分散，すなわち式(4-16)でいえば*0-, 03+方向の分散に対応した量である． 
 図 4-10 に示した 64 QAM の受信コンスタレーションからもわかるように、位相雑音に
よる誤差の影響は，シンボルの振幅に比例して大きくなるので、信号配置の最も外側に存
在するシンボルに対する影響が重要である．本節で検討する 1024QAM では 32Ｘ32 の信
号点があるので，最外周に位置する信号点とその内側に位置する信号点の振幅値の差の割
合は最大で 2/31 である．この場合、位相雑音が熱雑音による誤差の分布を I-Q 平面上で円
周方向に引き伸ばす効果の程度は，２つのシンボル間で大差ないと考えられる．そこで、
図 4-12 におけるシンボルghとシンボルihの位相雑音の影響を，4 ≫ M（Mはシンボルghと
シンボルihの距離）の条件下では，二つのシンボルの中間点での値で代表させることがで
 












タをy≥ 0，I-Q 平面の原点とシンボル間の中点との距離を4とすると 
 
 RJ/ = *1 + y4/+wJ/ ≥ wJ/ (4-18) 
 
の関係がある．上式から同じαの値であっても4によって位相雑音の比率が変化する，す
なわち，判定するシンボルが I-Q 平面の原点から離れるに従い（4 → 大），位相雑音の影
響が大きくなることがわかる． u-v 座標系で見た雑音分布は 4.4.1 節で述べたように u，v






 g|L, j = i|L, j (4-19) 
 
の解として求まる．この方程式の解は u-v 座標系の原点を通る直線 
 
 ∆LwJ/ L + ∆jRJ/ j = 0 (4-20) 
 
である（付録 4B 参照）．ここで，∆L, ∆jはシンボル間の座標差 
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 ∆L = 2Li| = −2Lg| (4-21) 
   






I 方向，Q 方向共に 65/62 で制限している． 
 しきい値線で囲まれた領域の一部を拡大すると，図 4-15 に示すように，縦方向および横












ータとして C/N 対 SER をシミュレーションした．結果を図 4-16 に示す．ここで，位相雑
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音の大きさを 10 kHz オフセットで，－95.5 dBc/Hz または－92.5 dBc/Hz に設定した．こ
れらは市販チューナ（ISDB-T 用）の実測値を参考に設定した値である．比較のために正
方形領域判定の場合の結果も示した．また，位相雑音が存在しない場合の理論値~は
(4-23)式を用いて算出した[56]．ここで，erfc は誤差補関数，C/N は dB 値を表す． 
 
 
~ = 3116 erfc10
/682  (4-23) 
 
所要シンボル誤り率を 10－3 とした場合（既存の 64QAM の規格と同じリードソロモン
符号による誤り訂正を想定），位相雑音が－95.5dBc/Hz のときα=0.04～0.2 で所要 C/N の
1 dB 程度の改善が，－92.5 dBc/Hz のときα=0.1～0.4 で所要 C/N の 2 dB 以上の改善が見
 
(a) 10 kHz オフセットで-95.5dBc/Hz の位相雑音 
 
(b) 10 kHz オフセットで-92.5dBc/Hz の位相雑音 





























































 試作受信機の構成を図 4-17(a)に，復調回路の構成を図 4-16 (b)に示す．チューナの位相
雑音の影響を調べるために，RF 信号の周波数を IF 帯へ変換する方法を 2 通り検討した．






図 4-17 試作機の構成 
RF 信号 SG
チューナー
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ある．第 2 の方法は，SG とミキサーを用いて，RF 信号を第 2 IF（11.538MHz）へ直接
周波数変換する方法である．市販のチューナと SG の位相雑音特性を図 4-18 に示す．SG
の位相雑音はチューナの位相雑音より十分小さいことが確認できる．市販のチューナの位
相雑音はほぼ 1/f 特性であり，10kHz オフセットで約－92dBc/Hz である． 
 復調回路では，図 4-17 (b)に示すように，まず，入力される第 2 IF 信号を第 2 IF の中

















































 図 4-19 を用いて，多角形領域判定を行う手順を説明する．なお，図 4-19 は I-Q 平面を
表しており，判定回路の入力信号をで表している． 
第 1 ステップでは，入力信号 Xr にユークリッド距離で最も近いシンボルを見つける．図
4-19 の例で最も近いシンボルはである．入力信号を最も近いシンボルであると判定
する方法は従来の正方形領域判定と同じである． 
第 2 ステップでは，I 方向および Q 方向に隣接する 4 つのシンボルのいずれの判定領域
（図 4-18 の斜線部の領域）に，入力信号が含まれるのかを判定する．I 方向および Q 方向
に隣接する４つのシンボルだけを考慮すればよい理由は，図 4-19 に示すように，多角形
の判定領域が正方形の判定領域である四角形の頂点 a，c，f，h および各辺の中点 b，e，g，
d のいずれかを通る直線で囲まれた多角形であり，正方形の判定領域からはみ出す領域は
隣接した４つのシンボルだけであること，また，逆に，シンボル以外のシンボルの判定






























は 6.9 km の HFC(Hybrid Fiber-Coaxial)システムである．施設の構成を図 4-20 に示す．
1024QAM の伝送実験は UHF 18ch（中心周波数 623 MHz）を利用して行なった．図 4-19
に示す測定点の位置にある加入者端子（保安器出力）で測定した受信 C/N（復調回路入力
の C/N）は 45 dB 以上，チャンネル内の周波数特性から推定した反射波のレベルは－25 dB
以下と良好な伝送路であった． 
受信側で熱雑音を加えて測定した C/N 対 BER 特性の測定結果を図 4-21 に示す．周波数
変換に SG だけを用いた場合には，C/N が 38 dB で BER は 1×10－4以下であった．また，




i~ = 940 erfc10
/682  (4-24) 
 
市販のチューナで IF 帯に変換した信号を用い，多角形領域判定を行った場合には，C/N
が 43 dB で BER が 1×10－4以下となる見通しを得た．市販のチューナの位相雑音は SG
の位相雑音より大きいが，多角形領域判定を行うことによって，SG だけを用いた場合と
比較して 5 dB の劣化に抑えることができた．また，従来の正方形領域判定の場合と比較
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国内で採用されている 64，256QAM 変調方式のロールオフ率は 13 %，シンボルレート
は 5.274 Mbaud であるが，今回の 1024QAM の検討ではロールオフ率を 4 %，シンボル
レートを 5.769 Mbaud とした．その理由は以下のとおりである．BS デジタル放送では 48 
TS パケット周期のフレーム構造を用いて１中継器で複数の MPEG-2 TS の伝送（48 TS
の合計レートは最大 52.17 Mbps）が可能である[85, 86]．ケーブルテレビでは BS デジタ
ル放送を再送信するために，64，256QAM 信号で複数の TS を伝送するフレーム構造が規
格化されている[90, 91, 93]．このフレーム構造は 52 TS パケットと１ヘッダーパケットか
ら成る 53 パケット周期となっている．そこで，1024QAM では 96 TS パケットと 1 パケ
ットヘッダーから成る 97 パケット周期のフレーム構造を採用することとした．このフレ
ーム構造で BS デジタル放送の１中継器分の情報を伝送するためには，誤り訂正を除いた
伝送レートで 52.17×97/96 = 52.71344 Mbps が必要であり，誤り訂正を考慮すると 5.72 
Mbaud 以上のシンボルレートが必要である．このシンボルレートを 6 MHz に収めるため
には，4.8 %以下のロールオフ率にすればよく，今回はロールオフ率を 4 %，シンボルレー






 *g|+r/lmr + *g|+r/3mr = *i|+r/lmr + *i|+r/3mr ,   
 







の C/N 対 BER を計算した．図 4-C1 に示すように，ロールオフフィルタのタップ数が 129
の場合に固定劣化を 2 dB 程度にすることができる． 




図 4-C1 ロールオフ率 4%のロールオフフィルタの 





























第 2 章で述べたように，FTTH によるケーブルテレビの伝送方式としては，双方向サー
ビスについては通信事業者と同じく E-PON（Ethernet-Passive Optical Network）を利
用し，映像配信は SCM（Sub-Carrier Multiplexing）方式を用い，それぞれを異なる光波
長あるいは光ファイバで多重伝送する方式が一般的である[59]．FTTH での双方向通信で
は，E-PON の次の技術として 10GE-PON が既に規格化されている[4]．また，映像伝送に



































示す．DC オフセット妨害対策としては HPF（High Pass Filter）を用いる手法[66]が一
般的であるが，サブキャリヤ毎の等化が必要な FBMC 変調方式への適用については検討












宅内，棟内の同軸ケーブル網での大容量伝送装置の適用例を図 5-1 に示す．FTTH シス
 


















テムで 1 Gbps のベースバンド信号としてサービスプロバイダから送られてくる番組（例
えば MPEG-2 TS（Moving Picture Experts Group-Phase 2 Transport Stream ）形式の




条件を以下の通りとする．（付録 5A 参照） 
 
(1) UHF 帯で伝送容量 1 Gbps 以上を得られること． 
(2) ISDB-T 信号 10 波と UHF 帯で共存できること． 




(6)  送受信装置の低価格化が見込めること． 
 
また，ISDB-T 信号としては，FTTH システム上を MPEG-2 TS 形式でベースバンド伝
送されてきた信号の一部を，既存のテレビ受信機向けに ISDB-T 形式に変換し，図 5-2(a)
に示すように UHF 帯の端に配置してその他の UHF 帯域で宅内大容量伝送方式の信号を
 
(a) ISDB-T 信号 10 波と隣接するケース 
 
(b) 上記に加えて大容量伝送方式信号の帯域の一部で ISDB-T 信号を伝送するケース 
 





















上記の要求条件を満たすため，470 MHz～770 MHz の UHF 帯で 6 MHz 帯域の ISDB-T
信号 10 波を伝送した残りの 240 MHz を使用することにする．要求速度は 1 Gbps 以上で
あるから，周波数利用効率は 4.167 bit/s/Hz となる．この 240 MHz の帯域を 120 MHz ず
つに分けた二つのブロックで伝送することとする．これは送受信装置の実装を容易にし，




接直交復調するダイレクトコンバージョン受信の場合の I，Q 各信号を A/D 変換するサン
プリングレートを 200 MHz 以下に抑えられるので，デバイスの選択肢が広がり，低価格
表 5-１ マルチキャリヤ変調方式の分類 
 
  文献[68]より   















































チキャリヤ変調方式は，表 5-1 に示すように大きく 3 つに分類でき，それぞれに特徴があ
る．本論文では，UHF 帯の限られた帯域で 1 Gbps 以上の伝送速度を達成するため周波数
利用効率をできるだけ高くする必要がある．そこで一般的な OFDM と比較して，ガード
インターバル（GI: Guard Interval）（CP: Cyclic Prefix とも呼ぶ）が不要で，かつサイド
ローブの減衰が速いため隣接する別の信号とのガードバンドを小さくできる，最大間引き
の FBMC 変調方式を候補として検討する． 
FBMC 変調方式（FBMC/Offset-QAM（OQAM）や Wavelet OFDM と呼ばれる場合も
ある）は，伝送路が理想的な時に VSB-PAM（Vestigial SideBand – Pulse Amplitude 
Modulation）信号をシンボル間干渉（ISI）やキャリヤ間干渉（ICI）のない（=完全再構
成）範囲で可能な限り高密度に配置するマルチキャリヤ変調方式として当初検討され[69]，
その後，QAM に拡張する方法が提案された [70]．ここでは文献 [69]の系統を




シンボル(|[1] = |- [1] + |3[1]) を考えることで，それぞれ以下のように表わせる． 
FBMC/VSB-PAM： 
 
 νt =   |[1]ℎ − 1,<[ k/ ^XJ <¡[k ^X.k/¢£J£

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と 変 形 で き る ． 式 (5-2) と 式 (5-3) を 比 較 す る と |- [1] = −1K|[2] ，|3[1] = −1K.|[2 + 1]となるようにマッピングすれば× <^/,の周波数シフト分
の違いとなる[71]．つまり FBMC/OQAM は DC に対応するサブキャリヤ（ = 0の項）を
持つのに対して， FBMC/VSB-AM は周波数シフトを受けたことにより DC 成分を持たな
いという特徴を持つ．DC に対応するサブキャリヤは復調時の DC オフセットの影響を受
けて特性が劣化しやすいため，本検討では，DC に対応するサブキャリヤのない
FBMC/VSB-PAM の信号形式を用いることとする．FBMC/VSB-PAM 信号は離散時間信号
処理ではコサイン変調フィルタバンク（Cosine Modulated Filter Bank: CMFB）を利用
することで，効率良く生成できることが知られている[72]． 
 FBMC 変調方式で求められる完全再構成条件を満たすプロトタイプフィルタとしては，

























ンプルレートは 2 倍で良く，CMFB をベースとして，復調側で効率よく 2 倍のオーバーサ
ンプル信号を取り出せるフィルタバンクの構成法が文献[76]で示されており，以下ではこ
れをベースにサブキャリヤ間隔と等化性能を検討する． 
 等化は実現が比較的容易でかつ十分な効果が得られる 3 タップの複素 FIR（Finite 
Impulse Response）形式の等化器をサブキャリヤ毎に用いるものとする．等化係数を求め
るアルゴリズムについては，文献[76]では MMSE（Minimum Mean Square Error）基準
と，周波数軸上の 3 点の伝送路応答のみを逆特性で補正する ZF（Zero Forced）基準が比
較され，伝送路特性が Rec. ITU-R M.1225 の Vehicular-A 遅延プロファイルの場合には
BER 特性に差がないことが示されている．複素 3 タップの等化係数を求める場合，MMSE




1 ポイントと，隣接するサブキャリヤとの境界にあたる中間地点の周波数に対する 2 ポイ
ントとの合計 3 ポイントの周波数特性を用いて ZF 基準で等化係数を求めるものである．
この時，中心周波数の周波数特性は MMSE 基準で複素 1 タップ等化器の係数を算出する
ことにより求め，中間地点の周波数に対する 2 ポイントは中心周波数の特性から内挿して






 以上の検討をもとに表 5-2 のパラメータで C/N 比対 BER 特性の計算機シミュレーショ
ンを行った．ISDB-T 信号との共存を周波数軸上で効率よく実現するため，サブキャリヤ
間隔!は ISDB-T 信号のチャンネル間隔 6 MHz の整数分の 1 とし，かつ遅延 0.23 µs の反
射波を 3 タップで等化することを考慮し，0.75 MHz と 1.5 MHz について検討することと
した．FBMC のプロトタイプフィルタのサンプリングレートh（=フィルタバンク処理の
クロックレート）は，現在および近い将来入手しやすいデジタル信号処理デバイスや A-D
変換器のレートも考慮して 120 MHz≪ h＜ 200 MHz を満たすこととする．プロトタイ
プフィルタの係数はインパルス応答長がシンボル間隔の 4 倍（重複係数=4）でストップバ
ンドの減衰量が 50 dB となるように文献[75]のアルゴリズムで求めた．等化器はサブキャ
リヤ毎に複素 3 タップの FIR 形式の等化器を用いた．フレーム長 1000 シンボルは ISDB-T
のシンボル間隔と同程度になるよう選択した．フレームはプリアンブル部分とデータ部分
表 5-2 シミュレーション諸元 
Filter-Bank サイズ 256 128 
サブキャリヤ間隔! 0.75 MHz 1.5 MHz 
帯域幅 120 MHz 
サンプリングレートh 192 MHz 
入力シンボル 8-PAM 
重複係数 4 
フレーム長 1000 シンボル 
プリアンブル長5ª 10，または 30 シンボル 
伝送路 遅延 0.23 µs，D/U 24 dB の 2 波モデル 
 
 
図 5-3 サブキャリヤ間隔!とプリアンブル長5ªを変化させた場合の 


























 サブキャリヤ間隔!とプリアンブル長5ªを変化させた場合の C/N 対 BER 特性シミュレ






1.5 MHzのFBMC 変調方式では 3 点の周波数応答を基にした等化の誤差が大きくBER 特
性が劣化しているが，!が 0.75 MHz であればプリアンブル長5ªが 10 でも理論値に対して
約 2dB の劣化で伝送可能であり，十分な等化性能が得られることがわかる． 
 次に伝送容量について検討する．! =0.75 MHz，5ª =10 の FBMC 変調方式において，
Filter-Bank サイズから決まる 256 のサブキャリヤのうち，帯域を 120 MHz に収めるた
めに中心から数えて 79 番目以降のサブキャリヤ両側計 100 個，および後述するように DC
オフセット対策で最も中心寄りのサブキャリヤ 2 個，の合計 102 個のサブキャリヤを不使
用とすると，使用可能なキャリヤ数は 154 となる．計 240 MHz の帯域を用いると，1.5 M(:
サブキャリヤあたりのシンボルレート)×154(:120 MHz あたりのサブキャリヤ数)×3(:ビ
ット/シンボル＝8-PAM の伝送効率)×0.99(:プリアンブル除去後の帯域効率)×2 (:240 
MHz / 120 MHz) =1372 Mbps の伝送速度が得られ，誤り訂正用冗長ビットが加わっても
1 Gbps を充分確保できる．以上のように，検討した方式は， 5-2 節の要求条件（1）（3）
（4）を満たすことができる． 
 
6.3. ISDB-T 信号との共存に関する検討 
 
 本節では ISDB-T 信号への与干渉という観点で提案方式と OFDM 変調方式の比較を行






ISDB-T の MER（Modulation Error Ratio）を用いる． 







方式のプリアンブル比率は 5.2.3 のプリアンブル長をパラメータとした C/N 対 BER 特性
の検討結果から 1 %（フレーム長 1000 シンボルに対してプリアンブル 10 シンボル）とし
た．OFDM 信号に必要なオーバーヘッドは GI とパイロット信号の２つがあるが、同じ環
境の遅延波に対応するため必要な GI 長（0.23 µs）を設定した場合に GI 比率が 1 %以下
を満足するよう，サブキャリヤ数を 5000 以上とした（サブキャリヤ数の増加は，位相雑
音には弱くなることにつながるため FFT サイズ 8192 を想定した）．OFDM ではパイロッ
ト信号サブキャリヤも必要であるが、その必要量はシステムごとに異なるためここでは含
めていない．なお，FBMC 変調方式で CMFB を用いた場合のサブキャリヤ間隔は（有効）
シンボル期間を,として1/2,であるのに対し，OFDM は1/,であるので，両者で同じ伝
送速度を得るためには，OFDM のサブキャリヤ変調の伝送効率（ビット／シンボル）は
FBMC-CMFB の 2 倍とする必要がある．このためサブキャリヤの変調方式は
FBMC-CMFB が 8-PAM（3 ビット／シンボル）の場合，OFDM は 64QAM（6 ビット／
シンボル）とする必要がある． 
 ISDB-T の MER は受信機入力で 25 dB が目安とされている[79]．アンテナ受信した直
後の ISDB-T 信号の MER を 30 dB 以上と仮定すると，提案方式あるいは比較する OFDM
変調方式の信号とともに宅内同軸伝送することによる ISDB-T 信号の劣化を MER で 30 
表 5-3 実験諸元 
 
使用ブースタ 









ISDB-T 信号の ch UHF 42 ch（1 波の場合）， 
UHF 33～42 ch（10 波） 
FBMC 信号 中心周波数：710 MHz 




OFDM 信号 中心周波数：710 MHz 







dB に抑えれば，上記劣化との電力合成で 27 dB 以上の MER が得られ，2 dB 以上のマー
ジンが見込めるので，今回の与干渉特性の評価では ISDB-T の MER を 30 dB 以上とする
ことを目標とする． 
 まず基本的な特性比較のため，ISDB-T 信号 1 波と，帯域幅 120 MHz の FBMC 信号ま
たは OFDM 信号 1 波を宅内向けブースタ 1 台で増幅して隣接伝送させた場合の影響を実
験により評価した．実験の諸元を表 5-3 に示す．なお，OFDM 信号のサブキャリヤ数は，
サンプリングレートをFBMC 信号と同じく 192 MHzとした場合に 120 MHzの帯域幅（た
だし FBMC 信号と同様帯域端から 0.75 MHz 幅内のサブキャリヤは不使用）となるよう
に選択した．ISDB-T 信号のレベルは，ブースタのアナログ信号を入力する場合の定格の
－10dB に設定し，FBMC 信号または OFDM 信号のレベルを変化させたときの ISDB-T
信号の MER の変化を測定した． 
 ISDB-T 信号を希望波，FBMC 信号または OFDM 信号を妨害波としたときの D/U を横
軸にして MER を測定した結果を図 5-4 に示す．ここで ISDB-T と，FBMC 信号または
OFDM 信号の 1 Hz あたりの電力密度が等しい場合を D/U = 0 dB とし，そこから FBMC
信号または OFDM 信号のレベルを変化させることとした（FBMC 信号または OFDM 信
号の 1 Hz あたりの電力密度が 1dB 高いと D/U = －1 dB）．D/U が大きい，すなわち妨害
波レベルが小さい場合，非線形歪の帯域外放射レベルは低く，変調方式で決まる帯域外放
射で主に MER が決定されると考えられる．実験結果では D/U が－2 dB 以上で FBMC 信
号は OFDM 信号に比べて大きな MER が得られた．MER: 30 dB を得るための D/U で比
較すると，OFDM は FBMC に比べて 2 dB 程度劣化していることがわかる． 
 









































止用フィルタは，等価低域遮断周波数 59.25 MHz，遮断域 60 MHz 以上，遮断域の減衰量
50 dB 以上の極めて急峻な特性を有する等リップルフィルタを OFDM信号の複素包絡線 I，
Q 成分それぞれにかけることで実現した．このフィルタにより D/U が-2 dB 以上での MER
は改善され，FBMC 信号と同等となることがわかる．したがって，D/U が－2 dB 以上で
の OFDM の劣化の理由は，変調スペクトルのサイドローブの抑圧度の違いにあると言え
る． 
 一方，非線形歪が支配的な D/U の領域（－3 dB 以下）では OFDM 信号の隣接帯域放射
阻止用フィルタの有無にかかわらず，FBMC 信号との特性に差は見られない．このことか
ら両者の非線形歪による妨害に大きな違いはないと言える． 




る．その場合，ガードバンド無しの OFDM 信号では図 5-4 のフィルタなしの OFDM 信号
の特性と同様に MER が劣化すると考えられ，ガードバンドが必要となる．以上から，ブ
ースタでの非線形歪の影響の観点では FBMC 信号と OFDM 信号では与干渉特性に差がな
いが，ISDB-T 信号と隣接伝送する場合の周波数利用効率の観点からはガードバンドを小
さくできる FBMC 変調方式の方が適していると言える． 
 次に実際の運用環境に近い条件でブースタの違いや周波数配置による違いの影響を確認
するため，表 5-3 に示すブースタ（Amp_A）とこれと特性の異なるブースタ（Amp_B）
を用い，ISDB-T 10 波（33 ch から 42 ch）を 120 MHz 幅の FBMC 信号 2 波で挟んだ周
波数配置で伝送し，FBMC 2 波のレベルを変化させたときの ISDB-T 信号の MER の変化
の様子を調べた．この周波数配置を設定した理由は，ブースタが奇数次の非線形性を多く
持つため中心ほど歪成分が多く合成電力が高くなるためである．結果を図 5-5 に示す．ブ
ースタによって若干特性が異なるが，ISDB-T 信号中心部のチャンネル（37 ch）と FBMC
信号に隣接するチャンネル（42 ch）では，チャンネル位置による MER の違いはないこと
がわかる．また FBMC 信号と ISDB-T 信号を合わせた総キャリヤ数が増加したため劣化
量は図 5-4 の結果より増えているが，目標値である MER 30 dB を D/U=0 dB で達成でき

















DC オフセット妨害の解決が課題である．その簡易な解決法としては，HPF（High Pass 
Filter：高域通過フィルタ）を用いて DC オフセットを除去する手法が用いられている．
この手法は，例えば W-CDMA 用受信機等で実用化されており，遮断周波数がベースバン
ド IQ 信号帯域の 1 %程度の HPF（１次 RC フィルタの特性を有するフィルタ）を用いて
いる例がある[66]． 
 5-2節での検討の結果選択したFBMC変調方式にダイレクトコンバージョン受信回路を
適用した場合の等化器も含めた受信装置の構成を図 5-6 に示す．5-2 節で検討した等化方
式を用いる場合，DC オフセットを除去するための HPF の影響で，直流付近のサブキャリ
ヤについては内挿による周波数特性の推定精度が劣化して等化係数の誤差が大きくなり， 
 










































図 5-7 従来のプリアンブルおよびデータシンボルのサブチャネル 
（I 成分及び Q 成分）への配置イメージ 






























































































 直流に近い領域での周波数特性は， 1 次 RC-HPF の影響が大きく，1 次 RC-HPF の周
波数特性を補正する等化器の周波数特性は? = 0/S + «の曲線で近似できると仮定する．こ
こでSは周波数，? は等化器の伝達関数，0，«は定数を表す．サブキャリヤの周波数間隔
をΔS，あるサブキャリヤの周波数をS/として，図 5-9 に示すように， 
 
 ? = 0S/ − ΔS + « (5-4) 
 ?/ = 0S/ + « (5-5) 




 ?C = 0S/ − ΔS 2⁄ + « (5-7) 
 

























 ?C − agª ⋅ ­ + *1 − gª+ ⋅ ­/c = S/ ⋅ ΔS/ [32 − 2gª^ + ΔS¬ [gª − 32^2S/S// − ΔSS/ − ΔS 2⁄   (5-8) 
 
となり，これが 0 になるようにgªを決めることとする．サブキャリヤ番号 = 0 と = 1
のサブキャリヤの中間の周波数応答を求める場合は，S/:	ΔS  = 3:2 なのでgª = 3/8 の時
（つまり重みが(外挿):(内挿)= 5:3 の時）に(3)式の値が 0 になる． = 1 と = 2 のサブキ
ャリヤの中間の周波数応答を求める場合は，S/:	ΔS = 5:2 なのでgª = 9/16 の時（つまり
重みが(外挿):(内挿)= 7:9 の時）に上式の値が 0 になる． 
 この周波数応答推定法を用いてサブキャリヤ毎の等化器の係数を求め，等化を行った場
合の BER 特性を従来の 2 点間の内挿のみを利用する方法[77]（以下，従来法と記述）と比
 
(a) 反射波の遅延 0.035 µs、レベル－10 dB 
 
(b) 反射波の遅延 0.23 µs、レベル－24 dB 
図 5-10 提案する方法での C/N 対 BER 特性と従来方式の比較 






































較して図 5-10 に示す．ここで，図中のパラメータ 1 %，1.3 %は使用した HPF の遮断周
波数が信号帯域の何パーセントにあたるかを示している（数値の選定理由は後述）．入力デ
ータは 8-PAM，伝送路のインパルス応答は 2 波モデルで，(a)は反射波の遅延が 0.035 µs
でレベルが－10 dB の場合，(b)は反射波の遅延が 0.23 µs，レベルが－24 dB の場合であ
る．内挿と外挿の重み付き算術平均については， = 0 と = 1 のサブキャリヤの中間の
周波数応答を近似する場合は重み付けパラメータをgª = 3/8 とし， = 1 と = 2 のサブ
キャリヤの中間の周波数応答を近似する場合はgª = 9/16 とした．また = 2 と  = 3 の
サブキャリヤの中間の周波数応答はgª = 1/2 の重みとした．それ以外は両側のサブキャリ
ヤの中心周波数での周波数応答から内挿で求めた． 
 HPF の遮断周波数をベースバンド帯域幅の 1 %で設計し，製造誤差（チップ上にキャパ
シタンスを形成すると 3 割程度の誤差が生じ得る[80]）でカットオフ周波数が 1.3 %に増
加した場合を考える．誤り訂正前の所要 BER を 10－4 とすると，(b)の場合，従来法では図
5-10 に示すように，BER:10－4で比較して 3dB 以上の劣化が生ずる．提案手法を用いると
同じ条件下で図 5-10(a)では 0.5 dB 以上，(b)では 3 dB 以上改善できることがわかる．（b）
の場合の HPF 遮断周波数と BER=10－4での固定劣化量の関係を図 5-11 に示す．遮断周波
数が低い方にずれた場合も劣化を増加させることはない． 
 このように提案手法では定数との乗算，加減算演算，2 のべき乗での除算（ビットシフ













































(1) 放送サービスのベースバンド伝送に，普及している E-PON 技術を利用することを想
定して，伝送容量 1 Gbps 以上とした． 
(2) 東京スカイツリーから発射予定の 8 波に放送大学，自主放送各 1 波を加えた 10 波の
ISDB-T 信号の伝送を想定した． 
(3) 対象とする建物内の同軸伝送設備としては，文献[81,82]をもとに，図 5-A1 に示すモ
デルとする．ブースタ間の距離は 60 m 以下，最終段ブースタから受信端末までが 40 m 以
下なので，遅延プロファイルは 60 m 以下を考えればよいことになる．壁面端子での反射
減衰量を 9 dBとし，分配器などで 15 dBの減衰量で結合することを想定してD/Uは 24 dB
以上としている．さらに，2 波以上の反射がある場合は遠い反射は，各部屋に信号を分配
するための直列ユニット（または分配器）を通過した先からの反射と考えられるので，こ


















































独立性の確保などの観点から，複数の TS を 1 つの TS に再多重したりせずに伝送するこ




造，および NIT（Network Information Table：受信機で，どの伝送路でどの TS が送ら
れているかを知るための情報）で使われる分配システム記述子について，提案する． 
 
6.2. 複数 TS 多重方式の検討 
 
 複数の TS を多重するために TS パケットをマッピングする下位層として，ケーブルテ
レビで採用可能なものを以下にあげて比較した．ケーブルテレビでは 6 MHz（従来通り）
または 12 MHz（2 チャンネル分）の帯域が利用できるものとする． 
 
方式（a）：ITU-T Rec. J.83 の伝送路符号化を利用できる独自の多重フレームを作成する
方式（図 6-1) [83,84]：提案方式 
方式（b）：BS デジタル放送の多重フレーム（及びスーパーフレーム），伝送路符号化を利
用する方式（図 6-2)：BS フレーム方式 
方式（c）：ATM の VC（Virtual Channel）多重を利用する方式（図 6-3)：ATM 方式 
方式（d）：IP のマルチキャストアドレスを利用する方式（図 6-4）：IP 方式 
 
方式（a）（提案方式）では下位層としてパケット列に周期構造を持たせてフレームを作
り，そこに複数の TS を多重する．図 6-1 に示すように多重フレームのヘッダも TS パケ
ット形式とすることで伝送路符号化と多重を切り離すことができる．そのため物理層に
ITU-T Rec.J.83 [17] （国内であれば Annex C）準拠の方式が利用できる．1 フレーム中
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のパケット数 N を適当に選べばBS デジタル放送や地上デジタル放送を再送信する際の周
波数利用効率を高くできる可能性がある．また，6 MHz 帯域では[20]に準拠した復調 LSI
が既にある．  
方式（b）（BS フレーム方式）では，方式（a）と同様に下位層としてパケット列に周期
構造を持たせてフレームを作るが，図 6-2 に示すように 48 TS パケットで 1 フレームを作
り，BS と同じく ARIB STD-B20[85,86]に準拠した方法で TS パケット，TMCC
（Transmission and Multiplexing Configuration Control）情報を伝送路符号化する．フ
レーム中の相対的な位置（スロット）で複数の TS を区別できる．ケーブルテレビでは階
層変調は行わないため，読出し方向を変えてインターリーブの深さを BS に対して 48 倍す
ることができる．TS パケットの周期バイトを除いた部分に TMCC などの付加情報を多重
するので多重効率は高い．ただし BS デジタル放送のスロットと対応させるには 12 MHz
の帯域を必要とする．帯域 12 MHz で伝送可能な情報レートは BS デジタル放送の情報レ
ートより大きいが，その差の部分に他の情報を入れたりすることができないため周波数利
用効率は必ずしも高くない．また BS デジタル放送との整合性から多重 TS 数は最大 8 と
 

























方式（c）（ATM 方式）では PVC（Permanent Virtual Channel）接続を用いて制御デ
ータを伝送し受信側ではこれに基づいて VC を選択する．図 6-3 に示すように TS を ATM
セル化し，物理層に対応させるため ATM セルをフレーム化する．ATM セルを利用した多
重のため通信系の規格との整合性が高いが，多重効率は 7/8 以下と低い． 
方式（d）（IP 方式）では図 6-4 に示すように複数の TS を IP マルチキャストのマルチ
キャストアドレスなどを用いて多重分離することとし，その IP を TS 化してケーブルテレ




図 6-3 方式（c）による複数 TS の多重化 
 
図 6-4 方式（d）による複数 TS の多重化 






















 ここでは方式 (a）（提案方式）の多重フレーム（以下 TSMF(Transport Streams 
Multiplexing Frame：複数 TS 多重フレーム）という）のヘッダ構造について検討する．
ヘッダについての構造上の制約条件は， 
 
・先頭バイトが 47(hex）で，開始される 188 バイトのデータであること 
・フレーム同期が検出できること 
・複数の TS のフレーム内配置情報を含むこと 
 
である．この制約条件を満たせる TSMF ヘッダ構造の例を表 6-2 に示す．以下でフレーム
は（N＋1）個のパケットで構成され，最大 TS 多重数は M=2m 個とする（m：自然数）．
ここで示す TSMF ヘッダは先頭の 4 パイドを TS パケットと同じ形式とし，PID に特定の
値を割り当てることとした．これによりフレーム構造のあり，なしが容易に判別できるた
め，ケーブル局で TSMF を使うチャンネルと使わないチャンネルを混在させても，両方に
対応する受信機を作ることができる．TS パケット形式の 4 バイトに続いて 2 バイトのフ
レーム同期信号を入れる．TS を分離するためのフレーム内 TS 配置情報は，パケット番号
毎の相対 TS 番号，及び，相対 TS 番号と，TS_id（国内では original_network_id との組
み合わせでユニークとなるよう割り当てられる番号）の関係の対応表からなっており，BS
デジタル放送と同様に相対 TS 番号を利用した間接指定の方法を取っている．この方法は，
最大 TS 多重数 M が 32 程度までなら（N にも拠るが）パケット毎に TS_id を記述する直
接指定の方法より必要な bit 数が少なくなる．狭帯域地上デジタル放送（ISDB-Tsb[88]）
の再送信を考慮しでも，帯域 6 MHz のケーブルテレビでは M=16，帯域 12 MHz のケー
ブルテレビでは M=32 で充分と考えられるため上記の通り，間接指定とした． 
表 6-1 各方式の特徴比較 
 
提案方式 BSﾌﾚｰﾑ ATM IP
既存規格との整合性 ○ ○ ○ ○
周波数利用効率 ◎ ○ △ △
多重TS数の柔軟性 ○ △ ◎ ◎
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表 6-2 TSMF ヘッダの構成例 
 





述子のデータ構造例を表 6-3 に示す． 
従来の分配システム記述子で“将来のためのリザーブ”とされていた 12bit（表 6-3 中
の(*)部分）のうち，複数 TS 伝送のあり，なしを示すために 1bit，“あり”の場合に TSMF
のフレーム形式を表すために 4bit，割り当てる．また，これだけでは TSMF に対応してい
ない受信機にとっては NIT からでは受信できるチャンネルかどうかが識別できないので，






 前節まで述べた TSMF を利用した複数 TS 多重方式は，変調方式や伝送路符号化といっ
た物理層とは切り離して説明してきた．ここでは ITU-T Rec. J.83 Annex C に準拠した帯
域 6 MHz の 64QAM 方式，それを帯域 12 MHz に拡張した方式，及びそれらをそれぞれ




 BS デジタル般送の再送信の際に効率の良いフレーム長を考える．BS デジタル放送の 1
スロット分の情報を送るのに必要な伝送速度を，TSMF のªパケット（ª：自然数）で得
ることとする．TSMF の 1 パケット分の情報レート(TS レート）を0 [Mbps］，BS の 1
スロット分の情報レートを« [Mbps](=52.17/48～l.087[Mbps］）とすると， 
 
 « ≤ ª0 (6-1) 
表 6-3 ケーブル分配システム記述子の修正例 
 




を満たす必要がある．ここでケーブルテレビの 1 チャンネル（1 搬送波）で BS の ª¯スロ
ット分（ ª¯：自然数）を伝送することを考える．ケーブルテレビの 1 チャンネル（1 搬送
波）の伝送レートをZ [Mbps］とすると，TSMF のヘッダの大きさは TS パケット 1 個分
としているので， 
 





 ª¯ ≤ ªZ − «ª« = Z« − 1ª (6-3) 
 
の関係が得られる．以下ではそれぞれの場合についてª， ª¯の組を決定する． 
帯域6 MHz，64QAMの場合は，Z=31.644×188/204～29.162 Mbps（シンボルレート5.274 
Mboud）とすると， 
 
 ª¯ ≤ Z« − 1ª ≅ 26.831 − 1ª (6-4) 
 
が得られ，ª>O なので ª¯は 26 以下の自然数となる．伝送効率の点からは， ª¯は大きいほ
ど良いので ª¯=26 とする．（6-3）式より， 
 
 ª ª¯« = 26ª« ≤ ªZ − « 
ª ≥ «Z − 26« ≅ 1.203 (6-5) 
 
となる．(ª ª¯+l）は TSMF の周期であり小さい方が同期確立までの時間が短くなるので，ª=2 を選ぶ．以上より，TSMF のフレーム構造としてはª ª¯=N=52 で，フレーム長は
53 TS パケット分となる． 
 同様に，「帯域 12 MHz，64QAM の場合」「帯域 6 MHz，256QAM の場合」「帯域 12 MHz，
256QAM の場合」について求めた結果を表 6-4 にまとめる．フレーム長は 100 TS パケッ
トを超えない範囲で求めた．最大 TS 多重数は狭帯域地上デジタル放送が帯域 6 MHz で
13 TS となる可能性があることから，表の値とする．このパラメータでは，TSMF フレー
ム内の TS 配置情報は 6.3 節で提案した通り，相対 TS 番号を用いる間接指定の方が TS_id
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を直接指定する方法より必要な bit 数が少なくなる．フレーム周期は約 1.4 ms～2.7 ms で





 上記の TSMF を用いた場合において，地上，BS，CS の各デジタル放送再送信の可能性
を伝送容量の観点から表 6-5 にまとめる．ここで『』内の数字はケーブルテレビの 1 チャ
ンネル（1 搬送波）に各メディアをいくつ多重できるかを表し，“（26 スロット可)＂は BS
の 26 スロット分まで伝送できるという意味を表す．地上デジタルの再送信では複数ある
パラメータの内，最大の情報レートのものを想定しており，広帯域は 13 セグメント，狭
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ク再生するための TS 上の情報）を打ちかえることを想定している．BS デジタル放送は各
TS の最大レートが 24 スロット以下になるよう運用制限をしているため，ケーブルテレビ












れている ITU-Tec. J.83 Annex C に準拠した物理伝送方式やそれを 12 MHz 帯域に拡張し
たような新しい物理伝送方式に適用することが可能という特徴がある． 
 ここで提案した方式は，その後日本 CATV 技術協会において規格化され[90,91]，国内で











 ケーブルテレビシステムや FTTH（Fiber To The Home）システムの家庭への普及が急
速に進むとともに，多チャンネル放送サービスの充実や，より広帯域な 4k/8k UHDTV














































単純な RC フィルタによる HPF と低演算量の信号処理を組み合わせる手法を示し，簡易
な構成で十分な効果が得られることを示した． 




に TS のレートが決まってしまうため，伝送路とは独立に TS のレートを変更できればサ
ービス多重の柔軟性を増すことができる．具体的には，国内のデジタルケーブルテレビシ
ステムについては欧州のシステムを流用する形でチャンネル当たり 6MHz の帯域で一つ















 さらに，第 5 章で検討した宅内同軸網向け大容量伝送方式は，実用化に向けて更なる検
討が必要であるが，FTTH によるケーブルテレビの更なる高度化に向けて，10 Gbps 伝送
も実用化の域に入っている通信系のバイナリー伝送の時間軸多重(TDM)伝送方式を取り
込んでいくには必須の技術であると考える．FTTH によるケーブルテレビに TDM 伝送を
取り込むには，さらに，SCM 伝送による RF 信号の伝送から，容易にマイグレーションし
ていける技術の開発が必要である． 
 第 6 章で提案した複数 TS 多重フレームは，BS デジタル放送，地上デジタル放送のケー
ブル再送信に適用されただけではなく，その後，広帯域 CS デジタル放送のケーブル再送
信向けに開発された TS 分割伝送方式の基盤になった．また，将来の 4k/8k UHDTV のケ
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